
　　研究会報告資料　
第1 回『特別委員会：新しい時代の自治体のあり方の研究』（オンライン研
究会）新しい時代の自治体のあり方を考える：精神的・経済

的に自立（自律）した自治体の創生に向けて

2021年

８月７日（土）１３時～１６時

①　自治体のガバナンスとリーダーシップの現状と課題、

「その問題点の明確化と解決策」を考える

青森公立大学 遠藤 哲哉



地方財政論

• ２０００年の地方分権一括法

• 地方財政制度は、中央集権の下で実施

• 国庫補助、地方交付税、地方交付税の補助金化（補助金の裏負
担として地方交付税、地方債が使われる）

• 地方財務上の課題

二元代表制の下で、行政サービスの肥大化傾向（穂坂、
2007）

地域社会問題の解決に縦割り（中央省庁）で対処、ムダ



リーダーシップ

• 二元代表制の下での、首長と議会の衝突 (穂坂、2007）

首長：予算編成権、政策機能、執行権

議会：議決権、監視機能と牽制機能（多数の議員）

• 一元代表制の下でのリーダーシップモデル（米国）

ファシリタティブ・リーダーシップ （Svara, 2008)

議会（少人数の市会）：政治的権限は議会、

執行権限はシティ・マネジャー

サーバント・リーダーシップ（GreenLeaf,1977）

議会（管理機能、トラスティ）と

シティ・マネジャーによる経営



現状と課題

（１）米国の一元代表制を含む住民選択的統治システムの存在
（２）行財政は、中央集権構造（日本）

→ 「中央ー自治体」ガバナンスの構造改革
＊ 民主的な「中央ー自治体」自律経営

哲学・理念と実践知を大切にした、社会の活性

（３）リーダーシップの現状と課題
→ 利己的、過度の競争、成果主義

＊ 新しい社会的価値の創造、個々の成長
人間形成（Greenleaf、1977）



出典：遠藤（2019）Ｐ．２６４

新価値ガバナンス （NVG）

ＮＰＣＩ：メリット、上記各モデルの優
れた点を活かしつつ、理念的なプラグマ
ティックな政策立案と執行を行うが、地
域経営の視点を重視し、特に、「コミュ
ニティ・イノベーション」をベースに
様々な地域ビジネスを展開できる自治体
経営モデルである。コミュニティ・イノ
ベーションとは、コミュニティ（地域性、
共同性：しかし、必ずしも特定の地域性
＝地理的範域に限定されない、特定の共
通の理念、関心に基づく共同性もここで
は含む）における創造的行為を意味する。
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For letter a, circle the number to

indicate how it is being 
implemented in your local 
government. 

For letter b, circle the number that

indicates how significant you 
believe it is in future administration.

(5 being the highest means that it

is being implemented and very 

significant while 1 means that it is

poorly implemented and has less 
significance.) 

A. NPCI  (New Public Community
Innovation)
B. NPM（New Public Management）
C. NPS  (New Public Service)
D. NVG  (New Value Governance)
E. TPM

(Traditional Public Management)

(Fig. 4 )  Public Administration 
Style Preference (Japan)

The preliminary survey

N=39

August 26th to 30th, 2019. 
https://docs.google.com/forms/d/1IXZC7AWu8lhjeKUw
Pbf4-yMnNOfnZtTLew7UqckNm_Q/edit (Endo, 2019)

Questionnaire Sheet: PASS
(Public Administrative Style Scale)

https://docs.google.com/forms/d/1IXZC7AWu8lhjeKUwPbf4-yMnNOfnZtTLew7UqckNm_Q/edit


将来展望

• 自治体ガバナンスのシステム・構造改革
一元代表制を含め、優れた自治体経営が可能となる

ガバナンスシステムを住民が選択できる制度の導入
特区で社会実験、一元代表制（議会ーマネジャー制）の試行

（穂坂、2007）

• 優れたリーダーシップの実践的人材育成システム開発
組織、制度の中で人材は成長する（Greenleaf, 1977)
大学、企業、社会に組み込んで、成長できる「場」の創造



（2） 公開シンポジウム論点
① 遠藤報告の自治体統治システムとしての「二元代表制」と「一元代表
制」について
新しい時代における自治体統治システムとしての「二元代表制」と「一元代表
制」の両者メリットとデメリットと日本の自治体の改革の方向性について

• 二元代表制のメリット、デメリット：メリットは、１）首長・官僚機構に
よる政策立案と執行、そして議会によるチェックを分担してできること。
デメリットは、政策の立案・執行とチェックが分離し建設的なチェックが
出来にくいこと。２）首長側に強力なリーダーシップを期待したい場合、
議会によるチェックを受けることで、執行できやすい。デメリットは、首
長の専制を招きやすい。議会に野党が多くいる場合、首長の政策を実現し
にくい。また、実験的でイノベーティブな政策の執行が難しい。（議会が
与党化している場合は、可能）

• 一元代表制のメリットは、１）一元的に検討、執行できる。２）議会―マ
ネジャー制の下で、行政専門官に経営を委ねることができる。デメリット
は、行政専門官の力量が問われる。そのため、政策と行政との有機的関係
を前提に、特に行政官（シティマネジャー）は、住民と理念に尽くす
「サーバントリーダーシップを発揮すること」が求められる。



② 遠藤報告での提言である「二元代表制」を「一元代表制」
への移行する場言い場合の具体的な方策について

• 特区制度を拡充し、一元代表制を可能とする社会実験的実践を
可能とする。（埼玉県志木市の特区申請は、憲法93条の規定に
抵触するという内閣法制局の解釈により却下されているが、再
度可能性を追求）

• 参考：憲法93条
第九十三条：地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事機関として議会を設置する。

地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、その地方公共団体の住民が、
直接これを選挙する。

→ 憲法上は「議会を設置することと、長、議会の議員は、住民が直接選挙する」という規定で
あるから、「一元代表議会（市会）を設置し、住民が長、議員を直接選挙し、議会（市会）が長の下
に執行体制を組織化しることが可能と解釈できないだろうか。そして、一元代表市会が専門職として
のシティ・マネジャー（あるいは、副市長）を雇用する。そのシティ・マネジャー（副市長）の下に、
執行体制を確立する。



③ 遠藤報告の「伝統的行政経営」：（法規に基づく「漕ぐ」モデル）、
「NPM（新公共サービス経営）」：（効率的に成果を上げる「舵取り」モ
デル）、「NPS（新公共サービス経営）」：（理念の尽くすサーバントモ
デル）「新価値ガバナンス」：（理念的サーバントモデルをより憲法上の
民主的価値に基づき多様に展開したプラグマティズムモデル））の各々の
メリットとデメリットについて

伝統的行政経営： メリット、法規に基づく政策立案、執行（行
政腐敗、汚職への歯止め）、デメリット、政策イノベーションが
起こりにくい

ＮＰＭ：メリット、企業経営のような効率性、デメリット、理念
を持たないと効率性のみの経営に堕する

ＮＰＳ：メリット、理念重視。デメリット、効率性

ＮＶＧ：メリット、憲法や民主的価値に基づくプラグマティズム、
デメリット、地域経営の視点が欠ける



④ 遠藤提言の「新公共コミュニティ・イノベーション
（NPCI）モデル」の具体的内容と日本の自治体改革の実
現可能性について
（１）ＮＰＣＩモデルの具体的内容： 従来より経験してきた各モデルの優れた点を活かしつつ、理
念的なプラグマティックな政策立案と執行を行うが、地域経営の視点を重視し、特に、「コミュニ
ティ・イノベーション」をベースに様々な地域ビジネスを展開できる自治体経営モデルである。コ
ミュニティ・イノベーションとは、コミュニティ（地域性、共同性：しかし、必ずしも特定の地域性
＝地理的範域に限定されない、特定の共通の理念、関心に基づく共同性もここでは含む）における創
造的行為を意味する。

（２）日本の自治体改革の実現可能性：

１）ガバナンスシステム： 住民が統治システムを選択できるシステムの導入 （最終的に住民が選
択できる直接住民投票・熟議システムを組み込む、そして、住民の判断により、一元代表制も可能と
する）

２）自治行財政論：国庫補助金のウェートを低め一般交付金化を進め、その上でさらに自主財源の
ウェートを増やす

３）行政・議会改革、実験・討議の充実、住民投票制度の充実（熟慮民主主義）

４）地域大学の役割（政策検討・実験・政策イノベーションの機会の拡充）

５）ICT活用の拡充

６）地域リーダーシップの発揮、育成の機会
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研究会報告資料：　第 2 回「大学間連携に関すオンライン研究会」 
「フィリッピンのセブ・ノーマル大学との大学間連携による大学教育の質保証」 

   遠藤哲哉（青森公立大学） 

研究室で学ぶ学生にとっては、国際化時代において、海外の学生や研究者と交流す

る中で、個の切磋琢磨と併せてチーム、組織、システム全体を見る目を養い、実践知

を育んでいく必要がある。地域イノベーションは“現場”で創発するのであり、その

プロセスに内在しつつ研究していく必要を感じ、プロトタイプ型実践的研究の方法を

採用した。具体的には、遠藤研究室を専門コミュニティに見立て、ネットワークに繋

がる地域コミュニティや海外コミュニティ（現在、フィリピンセブ）と連携し、プロ

ジェクトを動かして課題を発見し、モデルの精緻化を図っていく方法（＝プロトタイ

プ型実践的研究）である。理論書を片手に研究室から出て、フィールドワークを駆使

しつつ検討を深めていくのである。そして、このプロトタイプ型モデルの有用性、発

展性を検討する中で、生まれたのが、“協働”優位の戦略の視点である。様々な利害を

超えて、異質な個人や組織とどのように連携し、課題を克服し、ビジョンで一致し困

難を乗り越えていくか。それは、市場における競争優位という概念を一端留保して、

“協働”の視点からアプローチしていくことである。 

 今回の報告では、フィリピン、セブ（セブノーマル大学関係研究者）とのネットワ

ークを使い、地域イノベーション創発を志向した有志による大学間連携実践について

行った。「地域（観光）資源活用型、地域リーダーシップの国際相互育成コーチング」

モデルを作り、実際にフィリピンのセブと Zoom で、実践的研究を継続的に行ってき

た。そのポイントは、「コーチング型コミュニケーションによる実践的英語習得とコミ

ュニティビジネス開発リーダーシップ、及び“場”の創造」である。アンケート調査

は、オンライン型とし、Zoom を使っての半構造型インタビューとして実施することと

した。 

本研究プロジェクトでは、コロナウィルス禍において、その問題の克服にもつながる

地域イノベーション創造について、実践的に検討し、地域活性やビジネス起業を通じて、

地域産業の振興に貢献していけるようにしていくことを目指した。本事業を通じて、青

森市・青森県の地域イノベーション創造、自治体経営戦略についての知見が深まり、今

後の地域経営振興に効果的な役割を果たすことができれば幸いである。この実践プロセ

ス経過は、概略以下のようである。

セブノーマル大学の先生、学生を紹介される（2019 年 2 月）

Tetsuya Endo
取り消し線

Tetsuya Endo
取り消し線



・セブノーマル大学の非営利実践的学術団体（CADAPHI)の全国第 2 回研究会に招待さ
れる 
・基調報告（2019 年 5 月）
・その後、3 回目の訪問の際、当時 2 年生の学生 4 人と大学訪問（2019 年 9 月）
・CADAPHI より、2 人の幹部教員を招へい（財団）（2019年 11 月）
・バーチャル Community MICE のアイディアと実践 （2020 年 4 月～）
・バーチャルオンライン Micro Webinarのアイディアと実践 （2020 年 4 月～7 月）

・幹部教員の一人、Ana 先生とセブの学生とのオンライン交流開始 （2020 年 9 月～2021
年 7 月） 
・英語手話とフィールドワーク動画交流（2020 年 9 月～2021 年 7 月）
・テキスト（リーダーシップの英語テキスト）交流 （2021 年 3 月～6 月）

・以下、３つのフェーズに分けてプロジェクトが実施されることとなる。（以下）
2021 年度実践的研究プロジェクトの過年度と関連しつつ開始

セブ・青森プロジェクト （2020.4 月～2021.7）
● 第 1 フェーズ：現 4 年生・3 年生のプロジェクト主体（観光動画、英語手話） 
● 第 2 フェーズ：英語手話、ジョン・マクスウェルのリーダーシップ論テキスト

交流（英語）、国際的地域リーダー養成を意図
● 第 3 フェーズ：現 1 年生の自己の探求（英語手話、自己の探求フィールドワー

クの英語での紹介・コミュニケーション）他

（ 2021 年地域経営学会研究報告 9 月 27 日（月）16：30～19：30） 



「青森公立大学経営経済学部地域みらい学
科の教育課程と教育方法の特色―大学間
連携教育、学産官連携教育の現状と今後の
課題を中心に―」

地域経営学会、大学間連携教育・学産官連
携教育研究特別委員会主催

2021 1129

青森公立大学： 遠藤 哲哉



「知の冒険計画」の３段階による教育方法

○最大の特色は「少人数ゼミ」によるフィールドや実践からの学び



地域みらい学科の特徴

 地域みらい学科は、学部で開設される３学科の中でもっとも学際的性
格を有しており、学士教育を念 頭に置いた学科といえる。

 当該学科は、１年次において地域の現実を学ばせ、それに関わる地域
の問題を 検討する一連の過程を重視する。

 １年次秋学期に、地域のあり方（実態）を客観的に、かつ多様な視点
か ら認識するための講義科目「地域形成基礎論」を開講している。

 ２年次からは、１年次に得た経験や知識 を経営経済の観点から捉え
なおしたのち、学生の将来のキャリア希望に応じた２つの履修モデル
である 「地域ビジネスリーダー」と 「地域コミュニティリーダー」
へ展開する。

 地域ビジネスリー ダーは「修得した地域ビジネス の基礎を活用して
地域ビジネ スにおける諸問題の解決策を 探求」することに主眼を置
いて おり、「地域企業論Ⅰ及びⅡ」、 「マーケティング論Ⅰ及び
Ⅱ」、「地域と産業政策」等で構 成される。

 地域コミュニティリーダーは「修得した行政・自治体経営の知識を活
用し、『公』の視点で地 域課題の解決策を探求」することに主眼を
置いており、「地域社会論Ⅰ及びⅡ」、「自治体経営論」、「地域
ICT基礎論」等で構成される。 （出典：点検・評価報告書 2018
（平成30）年度申請）



○学生の「感動」「驚き」「わくわく」感を大切に、
素晴らしい社会創造に向けた「実践知」の創造へ
（演習ゼミの特徴説明時に使用）

小人数、フィールドワーク実践プロセス例

（１）感性を磨く、共感
・地域社会の対象に迫る

～当事者が何を考え、課題と感じ、どのように克服に向けた
意識を持ち、行動を行っているのかを探索する。

（２）自己の思い、感覚をまとめる
・暗黙知、形式知に迫る

～思いをできるだけ共有し、地域課題に内在しつつ、
思いをまとめる。

（３）実践への志向
・小プロジェクト化

～ささやかかもしれないが、自己の思いを地域で形にする。



科目の内容、課題

 自己の探求： 4単位 1年次春。当初ゼミ所属は希望、しかし希望がゼミで偏在
するため、現在は抽選で、6人～7人程度。現在、教員8人。 1週間に金曜日午
後13時～16時20分、2時限（午後）、4月に1泊2日で、合宿（県内）。終了でゼミ解
散。

 自分知の探求、科学知の探求：各2単位 1年次秋。クラスを３つに分け（教員2
人担当）、秋学期各2単位。主にグループワーク。

 知の探究Ⅰ,知の探究Ⅱ： 通年4単位 2年生、3年生。 週に1回、1時間半。こ
の単位に合わせて、「フィールドワーク」の科目（各2単位）を設定 2年生秋、3年
生春秋 各2単位づつ。課題は、フィールドワークを行う場合、学生の他の授業
と重複しないように設定する必要があるが、難しい 場合多々ある。

 （例： 知の探究Ⅱ（3年演習ゼミ）、金曜日3時限を学生が空いている2時限に
し、12時50分まで延長。現在は、青森市内の食堂・レストランの調査・情報発信。
/  知の探究Ⅰ（2年生演習ゼミ）、金曜日4時限のみであるが、フィールドワーク
ができないので、空いた3年生の3時限目を活用し、3時限ー4時限を確保、
フィールドワークを実施。

 卒業研究；通年4単位



事例） 遠藤ゼミの場合

自己の探求（1年生春8人）： 自己紹介・地元紹介・実践研究興
味紹介のHPを多言語（日本語・英語）作成（自分、地域、海外ネット
ワーク・セブとの交流）→ 学生ビジネスコンテスト公立大学内優勝獲
得（12月12日に市内大学間でコンテストあり）、プロジェクトテーマ（ホタ
ル観光で浅虫の活性、3人出場） 連携→ セブノーマル大学、地域連
携センター・ハイエース、フィールドワーク先（ELM、県立美術館、浅虫
水族館、あおもり21他）

知の挑戦Ⅰ（2年生5人）：県内自治体経営地域調査（田舎館村、
大鰐町、黒石町）、調査テーマ→歴史と伝統を活かす自治体経営、連
携→各役場担当者、ハイエース、フィールドワーク先）

知の挑戦Ⅱ（3年生5人）：プロジェクトテーマ→コロナ禍の下での
市内食堂・レストラン経営、地域調査、連携→各食堂等

卒業研究（5人＋旧木暮ゼミ5人）：地域活性化型バーチャル
インバウンド国際観光、（株）わとなの実践関連他、連携→関係団体、
木暮先生（現、ソフトバンク、一般社団法人）



セブノーマル大学（フィリピン）との連携：
非公式研究室間連携 （2019年3月～）

前回紹介の取り組み（各学年で、英語、英語手話・歌、
リーダーシップ文献、フィールドワーク内容紹介、
Zoomにより実施）

11月25日（木）、Zoomで、セブノーマル大学主催の学
生研究報告会に参加（報告14時～18時）

10の分科会、364人の発表（１チーム10分、Zoom）
遠藤ゼミ、各学年1チーム出場。事前に10分間の発
表動画を作成、当日放送の形。

学内の情報担当部署と連携、アクティブラーニング室
で収録（11月19日（金）、1時限づつ確保、1年生～3
年生、20日（土）4年生）



学生研究報告、プロシーディングス、 招待状

https://issuu.com/clangalejandro/docs
/final_proceedings-testcon2021

https://issuu.com/clangalejandro/docs/final_proceedings-testcon2021


当日、学生研究報告要旨集
（プロシーディングス）



学生報告について、①報告要旨承認、 ②
当日報告・参加証の発行

Certificate of Recognition 
/Certificate of Participation: 
Presenters will be recognized after 
the
research presentations.



研究活動報告
動画収録の様子
2021．11.19－20



国際学生研究報告
会
Teacher Education Students’ 
Conference

当日の様子
2021.11．25
14:00-18：00



Teacher Education Students’ Conference 分科会 (11.25)
364チームの発表、10分科会

大学生・大学院生、教育・地域研究領域、Zoomで録画当日放
映の形 （当初は、Zoom参加報告、確実な進行運営を考え、
事前録画・当日放映形式

問題意識ー仮説ーアンケート調査ーデータ分析、結論、提言



Teacher Education Students’ Conference 全体会 (11.25)



New tourism in 
region under 
the Covid-19

Keita Hayashi

Aomori Public University 2021.11
.25

（事例） 4年生、卒業研究、英語発表 （11.25）





今後の展望

セブノーマル大学の担当教員より、親切な申し出があり、
学生の英語指導をして下さる。教授クラスで、学生へ英
語指導。フィリピンでは、コミュニティ開発志向の教育実
践が期待されている。

私の提案として、Zoomを使い、ゼミ全体としてレベルアッ
プする方法を模索。テーマは、地域フィールドワーク関連

。

大学間連携プロジェクトとして、実施する。「国際間地域
フィールドワーク in Cebu & Aomori」

学部長レベルでの協定書を作成、本年12月26日までに
プロジェクト内容を形にする。（申し合せ）



遠藤研究室大学間連携の取り組み、
図（海外、セブ＆青森） 2021-2022



（産官学金連携の可能性）
・社会実験モデルを作成、地域実践の中で、モデルを精緻化する努力を
行う。

・今後、青森商工会議所、金融機関、青森市役所の経済部、青森県観光国際戦
略局、県商工労働部、公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター、八甲田
周辺事業所、市内ホテル、商工業者との連携が可能。また、その方向に進んでい
くべき。

・青森県、青森市の当該セクションは行政実践の観点から、青森地域社会研究所、
公益財団法人２１あおもり産業総合支援センターは、地域シンクタンクとして、さら
に商工業者、商工業者等は実践者の立場から、青森商工会議所、商工業者、金
融機関等は実践者の立場から、それぞれの強み役割を活かして連携、協働し実
施する可能性を模索する。

・具体的には、セブと青森のコミュニティ開発を念頭に、コミュニティ形成を
ベースとして、青森県は、県全体のＭＩＣＥ観光政策を、青森市においては、
市のＭＩＣＥ観光政策の観点から、連携していく。
・公益財団法人２１あおもり産業総合支援センターからは、国際取引や貿易に関
する経済、ビジネスについての実践的な情報を提供してもらう。
・インターネットを通じた海外への地域ＰＲ等が可能となる。

・商工会議所、商工業者との連携においても、同様に県内の魅力ある店舗、産品
やサービスについて紹介し、Zoom他のＳＮＳでの発信が可能である。

・フィリピンの英語力と日本の経営力を合体し、地域イノベー
ションの創発へとリードする
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